現行消費税法の損税問題に関する一考察 : 医療機関における控除対象外消費税問題を中心として by 岩岡 由美




































































































































































































































































































































一般病院 精神科病院 一般診療所 歯科診療所 合計
平成21年 412,722,910 22,743,886 222,322,969 50,614,474 708,404,239
平成22年 416,600,249 23,075,058 220,783,636 50,753,364 711,212,307
平成23年 402,206,587 23,306,463 210,242,395 50,139,048 685,894,493
平成24年 402,290,436 23,293,606 210,865,479 50,238,005 686,687,526
一施設当たり
一般病院 精神科病院 一般診療所 歯科診療所 合計
平成21年 53,915 21,001 2,231 743 77,890
平成22年 54,910 21,326 2,212 742 79,190
平成23年 53,428 21,660 2,112 736 77,936


















































































































































































































































































































































































































































































　カナダは連邦税として、付加価値税 GST（Goods and Service Tax）を
1991年よりカナダ全土で施行しており、それに加えて州税として HST
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補助金によって運営される公立病院と、補助金を受けない民間病院に分け
られている。被保険者は、公立病院の外来医療および入院にかかる費用の
み、所得にかかわらず無料で受けられる。一方、民間病院でメディケアに
よる給付を受ける場合は、一部患者の自己負担がある。民間病院の医師は
自己裁量で、規定料金以上の対価（診療サービス、doctor feeや入院料等）
を自由に決定し、患者に請求できる権限が与えられており、メディケアに
よる償還額以上の金額は、患者の自己負担となるため、患者は民間医療保
険を併用する場合も多い。
２　オーストラリアの付加価値税の仕組みと損税問題に対する対応60）
　オーストラリアの付加価値税（GST）は、ジョン・ハワード政権の下、
2000年に導入された。GSTの標準税率は10％であり、その他に非課税及び
ゼロ税率がある。
　オーストラリアにおける損税問題対応として特徴的といえるのは、ゼロ
税率（GST-free）の適用である。ゼロ税率とは、売上の税率が０％である
点は非課税取引と同様であるが、非課税取引は仕入税額控除が認められな
いのに対し、ゼロ税率は課税売上取引の為、仕入税額は全額控除が認めら
れる。オーストラリアの付加価値税（GST）では、医療・保健全般の取引
をゼロ税率としており、これは OECD諸国では唯一となっている。
　GSTで医療・保健全般の取引にゼロ税率を採用する理由は、公立病院と
民間病院の競争の中立性確保の観点からと説明される。政府の政策目的と
して、民間医療機関の事業活動を推奨し、医療制度の持続性を確保するこ
とが掲げられている。仮に、民間病院の医療に対し GSTを非課税で課税す
ると、民間病院は自己裁量により診療サービスの対価を決定できるため、
控除対象外の付加価値税を価格に転嫁し、価格が吊り上がる。サービスの
価格が上昇することは、公立病院に比べ競争力の点で不利になる。仕入税
額控除を認めサービス原価を下げ、競争の中立性を保つ事を可能にする為、
非課税取引ではなくゼロ税率を適用している。
 （以下、次号につづく）
60）安部・前掲注（34）消費税の税率構造193-203頁　船本・前掲注（44）頁198-
200頁
